「人権問題に関する府民意識調査」を今後の人権施策に生かす（参考資料）

■子どもへの体罰など身近な事象を人権問題と認識している人は多くない。【基本編17P】
教師が子どもの指導のために、
ときには体罰を加えることも必要だと考えること　　問題なし+どちらかといえば問題なし　57.0%
保護者が子どものしつけのために、
ときには体罰を加えることも必要だと考えること　　問題なし+どちらかといえば問題なし　56.1％
■土地（特に同和地区）についての忌避意識が存在する。【基本編31 P】
同和地区の地域内である　　　　　　　　　　　　　　　　避けると思う+どちらかといえば避けると思う　54.9%
小学校区が同和地区と同じ区域になる　　　　　　　　　　避けると思う+どちらかといえば避けると思う　43.0%
近隣に外国籍の住民が多く住んでいる　　　　　　　　　　避けると思う+どちらかといえば避けると思う　38.6%
近隣に低所得者など、生活が困難な人が多く住んでいる　　避けると思う+どちらかといえば避けると思う　36.7%
近くに精神科病院や障がい者施設がある　　　　　　　　　避けると思う+どちらかといえば避けると思う　36.5%
■同和地区に対する差別意識が「薄まりつつあるがまだ残っている」と思う人は過半を占めている。【基本編47 P】
同和地区や同和地区の人に対する差別意識は薄まりつつあるが、まだ残っている　53.5%
■差別を近い将来なくすのは難しいという認識は根強い。【基本編62～65 P】
同和地区の人たちは、就職するときに不利になること
ある40.2%、ない10.3%／完全になくせる+かなりなくせる62.8%、なくすのは難しい36.6%
同和地区の人たちは、結婚する際に反対されること
ある53.4%、ない3.8%／完全になくせる+かなりなくせる54.4%、なくすのは難しい45.0%
■結婚時や土地についての忌避意識を弱める上で効果が見られる人権学習は多くない。【分析編24 P】
　　<知見>様々な人権問題についての学習の中で、「結婚排除否定意識」や「反忌避意識」を高めたりする上で効果がみられる内容は多くない。
■人権学習の経験がある人は「入居拒否や結婚時の身元調査は人権侵害」「差別は差別される側の責任ではない」という意識は高い傾向にある。【分析編24 P】
<知見>何らかの人権問題についての学習を経験した人は、経験していない人よりも「排除問題意識」、「被差別責任否定意識」が高い傾向にあり、人権学習の効果がみられる。
■公的な啓発は「同和地区では人々の人権意識を高めるような交流が行われている」というイメージを高める上での影響が見られる。【分析編35 P】
<知見>身近な人々からの情報は「反集団優遇イメージ」を低め、公的な啓発は「人権交流イメージ」を高める上での影響がみられる。

■「同和問題を知ったきっかけ」は「学校の授業で教わった」と「父母や家族から聞いた」とがほぼ同じ割合であるのに対し、「同和地区の人はこわい」「同和対策は不公平」というような話は身近な人（友人、近所の人、職場の人、家族）から聞いている割合が高い。【基本編56,59 P】
「同和問題を知ったきっかけ」学校の授業で教わった　28.2%、父母や家族から聞いた28.5%
「同和地区の人はこわいというような話」友人39.5%、近所の人28.0%、職場の人27.4%、家族25.1%、親戚13.2%
■身近な人からの情報、インターネット・メディア・書籍などからの情報で、同和地区は「集団で行動する」「今でも行政から優遇されている」というマイナスイメージを強める上での影響が見られる。【分析編36 P】
<知見>「自分の身近にいる人が話している内容などから」、「インターネット上の情報やメディアによる報道、書籍などからの情報で」という場合、「反集団優遇イメージ」を低くする働きをしている。
■身近な人からの差別的な情報に接して賛同したり容認した人は、人権学習を受けても、差別的な情報に接したことがない人の水準まで人権意識は高まらない。【分析編44 P】
<知見>「差別の社会化」を経験して「賛同」したり「容認」した人では、人権問題についての学習を受けていても、「差別の社会化」を経験したことがない人と比較して「結婚排除否定意識」や「反忌避意識」が同程度に高いとはいえない。

■同和地区やその住民と関わりのある人ほど
・土地についての忌避意識が弱い
・同和地区は「集団で行動する」「今でも行政から優遇されている」というイメージが弱い
・「同和地区では人々の人権意識を高めるような交流が行われている」というイメージが強い傾向が見られる。【分析編47 P】
<知見>同和地区やその住民と関わりがある人ほど、「反忌避意識」、「反集団優遇イメージ」、「人権交流イメージ」が高い傾向がみられる。
■同和地区の住民との関わりは「まったくない」人の方が、何らかの関わりのある人よりも、結婚相手を考える際に同和地区出身者かどうか気になる傾向が高い。【分析編63 P】
<知見>「同和地区の人との関わりはまったくない」人のほうが、何らかの関わりのある人よりも、結婚相手を考える際に「同和地区出身者かどうか」が気になる傾向が高い。
■同和問題解決のための施策として「同和地区と周辺地域の人々が交流を深め、協働してまちづくりを進める」を効果的と思う人が過半を占めている。【基本編67 P】
同和地区と周辺地域の人々が交流を深め、協働して「まちづくり」を進める　非常に効果的+やや効果的　53.0%

■「差別を受けてきた人に対しては、格差をなくすために行政の支援が必要だ」と思っている人が過半を占めている一方で、「同和地区に対するイメージ」「同和問題に関する差別意識がなくならない理由」として「今でも行政から特別な扱いを受け、優遇されている」を挙げる割合が高い。【基本編21,49,53,55P】
差別を受けてきた人に対しては、格差をなくすために行政の支援が必要だ　　そう思う+どちらかといえばそう思う　62.1%
「同和地区に対するイメージ」
　・いまでも行政から特別な扱いを受け、優遇されている　そう思う+どちらかといえばそう思う　55.4%
　・なにか問題が起こると、集団で行動することが多い　　そう思う+どちらかといえばそう思う　53.3%
　・同和問題に名を借りた、いわゆる「えせ同和行為」で不当な利益を得ている人がいる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そう思う+どちらかといえばそう思う　50.6%
「同和地区に対するイメージを持った理由」
　・とくにこれといった理由はなく、単なるイメージ　36.4%
　・自分の身近にいる人が話している内容などから　29.5%
　・学校時代の学習経験や地域・職場での研修などから　16.1%
「同和問題に関する差別意識がなくならない理由」
　・昔からの偏見や差別意識を、そのまま受け入れてしまう人が多いから　54.0%
　・いまでも同和地区の人だけ、行政から優遇されていると思うから　47.5%
　・結婚問題や住居の移転などに際して、同和地区出身者やその関係者とみなされることを避けたいと思うから　46.1%
■同和地区は「集団で行動する」「今でも行政から優遇されている」というイメージは、
・同和地区住民に対する差別をなくすことは難しいと考えている人ほど強い傾向にある
・人権意識の高い人ほど弱い傾向にある【分析編37,52 P】
<知見>同和地区の人たちは「就職するときに不利になることがある」あるいは「結婚する際に反対されることがある」と認識しており、なおかつ、「近い将来なくすのは難しい」と認識している人ほど「反集団優遇イメージ」は低い傾向にある。
<知見>人権意識の高い人ほど、同和地区に対する「反集団優遇イメージ」は高い傾向にある。
■「同和地区は今でも行政から優遇されている」と思う人は、同和地区内物件を避ける傾向が高い。
【分析編65～66 P】
　同和問題に関する差別意識がなくならない理由として、「(1)結婚問題や住居の移転などに際して、同和地区出身者やその関係者とみなされることを避けたいと思うから」、「(3)同和問題に名を借りて不当な利益を得ようとする、いわゆる「えせ同和行為」などを見聞きすることがあるから」、「(6)運動団体による活動が、市民の共感を得られず、逆に反感を招いているから」、「(8)いまでも同和地区の人だけ、行政から優遇されていると思うから」を選んでいる人は、住宅を選ぶ時に同和地区の地域内の物件を避ける傾向が高いことがわかります。
これまでの人権教育・啓発が成果を上げた面、そうでない面が見えてきました。





身近な人などからのインフォーマルな差別的情報の影響が大きいことが見えてきました。





被差別当事者との直接的な関わりが人権意識の高揚に有効であることが見えてきました。





「同和地区は今でも行政から優遇されている」という意識（『逆差別』意識）が強いことが見えてきました。








